
デロイト グローバル シェアードサービス サーベイについて

本サーベイは、グローバルでのシェアードサービスの実態・トレンドの把握を目的に、 シェアードサービ

スに取り組んでいるグローバル企業を対象として、デロイトが隔年で実施しているサーベイである

調査概要

2019年のサーベイでは、 「ロケーション及び組織」、「スコープ」、 「ガバナンス」、 「価値とその実現ア

プローチ」、 「今後の方向性」 等のカテゴリー毎に質問項目を設定し、35ヶ国、379社の企業から回答

を得た

調査回答企業属性
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図表3：回答企業SSCの設置先主要10ヶ国
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図表4：SSCの従業員数
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*1：シェアードサービスセンターの略称
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図表5：SSCを活用している理由

ロケーション及び組織

• SSCを活用している／活用しなかった理由の上位3つは、2015年、2017年から変化していない

• SSC活用している理由の「低コスト」は引き続き、企業規模に関わらず、

SSCを活用する最大の理由として挙げられている
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図表6：SSCを活用しなかった理由

※その他には、「業務プロセスの統合」や「オペレーショナル・エクセレンス」が含まれる

※※その他には、「レガシーシステムを統合する難しさ」や「コスト効率性への懸念」が含まれる

1%
10%

13%
15%

19%
24%
24%

26%
33%
34%

55%

その他※

地理的範囲

社内的/政治的圧力

運営モデルの多様化

優秀な人材

高品質

インフラ/スケールメリット

技術関与

柔軟な人材確保

専門知識

低コスト

2%
12%

19%
20%

25%
25%

33%

その他※※

貢献ができない…

融通性への懸念

高コスト

対応スピードへの懸念

SSCからのリモートでの…

品質への懸念

SSCからのリモートでの
ビジネスサポートが困難

貢献ができない
（スコープ等）



図表7：SSCにおける領域数 （経理・財務、人事等）

図表8：対象領域 （トランザクション業務・ナレッジ業務を含む）

スコープ

• 複数領域を対象とするSSCは6割以上を占めている

• 対象領域は、引き続き、経理・財務、人事、ITが中心となっているが、

ビジネス貢献の度合いが高い購買やカスタマーサービスのSSC化も増加傾向にある
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ガバナンス (1/2)

• GBS*2 への移行におけるメリットの上位3つは、「ビジネス変化への迅速な間接業務提供」、

「継続的な改善活動への共通アプローチ」、「方法論/ツールの共通化」である

• 「ビジネス変化への迅速な間接業務提供」は、2017年から順位が高まっている

図表9：GBSへの移行メリット

*2：グローバルビジネスサービスの略称。複数の間接業務を、各国子会社や事業部門から切り離し、グローバルの共有
インフラとして、高付加価値化した業務サービスを提供するモデル。企業戦略や顧客ニーズに基づいた機能を有する
SSCの進化形。



図表10：GBS/SSCのレポートライン

ガバナンス (2/2)

• GBS/SSCのレポートラインは、ファンクションリーダーよりもGBS/SSC統括者とする回答企業が多い

• 規模が大きい企業ほど、GBSモデル及びグローバルプロセスオーナー（GPO）を採用している

※GPOは、継続的な改善やツール/システムの強化を通じて企業価値を高める役割を果たす
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図表12：リージョナルまたはグローバルプロセス
オーナー（GPO）のガバナンスモデルへの採用

図表11：GBSとしての機能

“GBS機能あり”と回答した企業の割合 (%)



システム自動化のタイミング

SSC移行前 SSC移行中 SSC移行後 合計

プ
ロ
セ
ス
標

準
化

の
タ
イ
ミ
ン
グ

SSC移行前 5% 5% 6% 15%

SSC移行中 5% 20% 9% 33%

SSC移行後 11% 12% 29% 51%

合計 20% 37% 43% 100%

図表13：プロセス標準化のタイミング

図表15：業務プロセス、システムの移行

価値とその実現アプローチ (1/2)

• SSCへの業務プロセス移行の方法として、2017年と同様に半数以上の回答企業が、

リフトアンドシフトアプローチ（SSC移行後に標準化）を採用している

• ビッグバンアプローチ（必要な機能を一括して導入/稼働）の採用数はこれまで減少傾向にあった

が、 SAP2025年問題に起因して、 2017年調査の5%から20%へ増加している
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図表14：システム自動化のタイミング
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図表16：SSCの効果

価値とその実現アプローチ (2/2)

• SSC設置により一定以上のプラス効果があると認識されている上位3項目は、

2011年からトレンドが維持されており、「業務効率化」、「統制強化」、「コスト削減」である

• 上位3項目のうち、特に「統制強化」の効果を実感している回答企業が増加している
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図表17：シェアードサービス発展に向けた各社の動向

今後の方向性

• 更なるSSCの発展を見据え、約8割の企業が「対象機能」の拡張やアナリティクス等の「ナレッジ型

プロセス」の拡張、「RPA*3の活用」、「デジタルエクスペリエンスの向上」の拡張を行う計画がある

• 「RPAの活用」を大幅に増加する計画のある回答企業の割合は2017年調査の26%から

およそ倍増しており、新たな安価な労働力として積極的に取り組みを進めている
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図表18：アナリティクスにおいてSSCが担うべき役割

*3： ロボティック・プロセス・オートメーションの略称
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